
令和６年9月末現在

認定日 認定番号 認定事業者 措置実施計画の概要

1 令和6年4月11日 商企第35号
株式会社久米島未来
エネルギー

太陽光発電設備等を当社所有設備とし
て事業者建物や住宅等に設置し、当該
建物の需要家にエネルギー供給サービ
スを行う。当社事業は電力系統と協調
して運転することが可能な機能を有
し、導入制限のある久米島内において
も、今後普及拡大が可能。

2 令和6年4月15日 商企第43号 新糸満造船株式会社

ホイールローダを追加導入し、船舶及
び架台のけん引及び推進作業の効率化
を図り、付加価値額と労働生産性の向
上を目指す。

3 令和6年4月30日 商企第59号
ジーケイフーズ株式
会社

生産ラインの生産効率の向上と品質の
安定化を図り、売上高の増加と製造コ
スト低減を目指す。

4 令和6年5月7日 商企第62号
浦添分散型エネル
ギー株式会社

てだこ浦西駅周辺スマートシティ開発
地区において、分散型エネルギーシス
テムの設備を設置することにより、参
入事業者の製品の開発力や生産技術の
向上に寄与することを目標とする。

5 令和6年5月9日 商企第68号 沖縄電力株式会社

前田変電所の供給区域周辺の都市計画
においては、業務・商業施設や医療福
祉施設の立地促進が進められており電
力需要の増加が見込まれている。産業
の基盤である電力の適切な供給の確保
に資するため、雷・台風対策として前
田変電所の電源供給設備を屋内へ設置
し、さらに増容量化を行うことで地域
の産業振興へ貢献するものとして役務
の提供に関する技術の向上を図ること
を目指す。

6 令和6年5月10日 商企第76号
沖縄ハム総合食品株
式会社

惣菜製品などの製造工程においてカッ
ト及びスライスの生産効率化に取り組
むことで付加価値額及び労働生産性の
向上を図る。

7 令和6年5月20日 商企第93号 株式会社森岡産業

石膏粉の製造プラントにおいて、新た
に機器を導入し、省人化･省力化を行う
事で付加価値額の増加と労働生産性の
向上を図る。
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8 令和6年5月22日 商企第94号 沖縄電力株式会社

うるま市与那城に2024年7月運転開始予
定の平敷屋配電塔(小規模変電所)向けの
電源供給設備を与勝変電所に新たに設
置する。平敷屋配電塔からの電力供給
により停電範囲の縮小および停電時間
の短縮を図ることで、電力供給を安定
化させ、付加価値額及び労働生産性の
向上を目指す。

9 令和6年5月27日 商企第97号
長嶺 照(屋号：印刷
センターテル）

印刷物の作業効率向上により、冊子類
の製本作業の外注部分を内製化し、作
業時間の短縮と付加価値額の向上を図
る。

10 令和6年6月11日 商企第111号
浦添宜野湾漁業協同
組合

水揚げ量増加への対応として、製氷冷
蔵施設及び荷捌き施設の機能規模拡大
及び鮮度保持等衛生化により、漁業所
得の向上を図る。ひいては、取扱高が
増加し付加価値額及び労働生産性の向
上を目指す。

11 令和6年6月11日 商企第112号 沖縄電力株式会社

壺川変電所には配電用変圧器を2台設置
しており、変圧器1台故障時の相互バッ
クアップを考慮した構成となってい
る。しかし、近年（モノレール旭橋駅
周辺地区再開発後）の需要の伸びによ
り、相互バックアップが困難な状況が
想定されている。また、壺川変電所の
供給先には契約電力が大きく社会的影
響も大きいお客様も多いことから、変
圧器の相互バックアップができるよう
に変圧器の容量を20MVA×2台→
30MVA×2台に増容量化を行い、電力供
給の安定化(停電時間の短縮化）を図る
ことで、電力供給を安定化させ、付加
価値額及び労働生産性の向上を目指
す。
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12 令和6年6月11日 商企第113号 沖縄電力株式会社

与勝半島は与勝変電所のみで電力供給
されているため配電設備事故時に長時
間停電が余儀なくされている。そこで
与勝半島へ新たに電源供給可能な配電
塔(小規模変電所)設備を構築し、停電時
間の縮小および停電時間の短縮を図る
ことで、電力供給を安定化させ、付加
価値額及び労働生産性の向上を目指
す。

13 令和6年6月11日 商企第114号 株式会社Ｅ－ＣＯＮ

生コンクリートの生産量を増加させる
とともに製造工程の効率化に取り組む
ことで、付加価値額及び労働生産性の
向上を図る。

14 令和6年6月17日 商企第127号 株式会社キョウリツ

生コンクリート製造工場での製造技術
の向上に取り組むことで生産額の拡大
を図り、付加価値額及び労働生産性の
向上を目指す。

15 令和6年6月17日 商企第132号 株式会社沖縄有機

有機質肥料の製造工程の効率化に取り
組むことで、売上高の増加と製造コス
ト低減を同時に実現し、付加価値額及
び労働生産性の向上を目指す。

16 令和6年6月19日 商企第134号 株式会社与那覇食品
製造能力拡大と県外の販売先開拓に取
り組むことで、売上高の増加と付加価
値額及び労働生産性の向上を図る。

17 令和6年6月19日 商企第140号 株式会社サン食品

麺類、スープ類、豆菓子の製造及び出
荷工程の効率化に取り組むことで、売
上高の増加と付加価値額及び労働生産
性の向上を目指す。

18 令和6年6月19日 商企第141号
株式会社沖縄クリー
ン工業

生コンスラッジに含まれる有害物質の
不溶化に取り組み、売上の増加と付加
価値額及び労働生産性の向上を目指
す。

19 令和6年6月19日 商企第146号
有限会社マエダ工業
所

特注の金属配管を製造する工程の効率
化に取り組むことで売上の増加と製造
コスト削減及び職人不足の改善によ
り、付加価値額と労働生産性の向上及
び雇用の拡大を目指す。
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20 令和6年7月8日 商企第182号 株式会社StapleBio

Staple核酸技術の高度化により感染症治
療薬等の効率的開発に取り組むこと
で、付加価値額の増加と労働生産性の
向上を達成する。

21 令和6年7月12日 商企第196号 金秀商事株式会社
新規設備を導入し、新商品を開発・販
売することにより売り上げ高の増加と
雇用の維持拡大を目指す。

22 令和6年7月12日 商企第198号
おきなわパワーＨＤ
株式会社

環境省が選定・支援する脱炭素先行地
域事業に与那原町「マリンタウン東浜
エリア」が沖縄では初の先行地域とし
て選定された。当社は事業実施者とし
て、2030年までに民生部門の電力消費
に伴うCO2排出実質ゼロを実現するた
め、与那原町及び地元事業者と連携し
て、太陽光を中心とした再生可能エネ
ルギーを地域に整備し、エネルギーの
地産地消を進める。

23 令和6年7月25日 商企第207号 株式会社沖縄建材

門型クレーンの更新により運搬量を増
加させ搬入・搬出及び工場内での原材
料・完成品・半製品の移動の効率化を
図り、付加価値額の増加と労働生産性
の向上を目指す。

24 令和6年8月1日 商企第213号 沖縄電力株式会社

特定規模需要家の22kV特別高圧の電力
供給の要望があり、それに対応するた
め新名護変電所からの電源供給設備
（供給線路）を構築し、沖縄北部地域
の大規模事業におけるイノベーション
推進に寄与するものとして、当社の付
加価値額および労働生産性も向上す
る。

25 令和6年8月5日 商企第217号
沖縄セメント工業株
式会社

生コン製造設備を導入する事で、増収
及びコスト低減を図り、付加価値額の
向上と労働生産性の向上を目指す。

26 令和6年8月19日 商企第226号
株式会社ソルトラボ
石垣島

石垣島のゴミ問題解決のため、島内で
出た廃プラスチックゴミ等を島内で原
料化し、製品化する事業を行う。
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27 令和6年8月28日 商企第241号 株式会社森岡産業

石膏粉の製造プラント及びその周辺敷
地において、粉塵を除去するスイー
パーを導入することで石膏粉やその他
のチリによる粉塵の発生を抑止し、作
業環境を改善することで生産性を向上
させる。

28 令和6年8月28日 商企第243号 沖縄電力株式会社

大規模需要家の22kV特別高圧の電力供
給の要望があり、それに対応するため
22kV大山北谷島袋線から分岐する電源
供給設備（供給線路）を構築し、沖縄
中部地域(西普天間地区)の大規模需要に
対応することで、地域の産業振興に繋
がり、ひいては当社の付加価値額およ
び労働生産性も向上する。

29 令和6年9月10日 商企第256号
株式会社沖縄コンク
リート

コンクリート出荷前の強度試験で使用
する圧縮試験機について、通常コンク
リートよりも強度の高い「高強度コン
クリート」に対応した最新の圧縮試験
機を導入することで、試験作業の効率
化および試験精度の向上を図りたい。

30 令和6年9月10日 商企第259号 株式会社キョウリツ

生コン工場での原材料の運搬作業の効
率化に取り組むことで、生産効率の向
上を図り、もって付加価値額と労働生
産性の向上及び雇用の維持拡大を目指
す。

31 令和6年9月30日 商企第281号 株式会社沖縄有機

有機質肥料の製造工程の効率化に取り
組むことで、製造コスト低減と売上高
の増加を同時に実現し、付加価値額及
び労働生産性の向上を目指す。

32 令和6年9月30日 商企第293号
一般社団法人ものづ
くりネットワーク沖
縄

製造業における自動化を見据えた高度5
軸加工による事業展開。


